






































































































































































































































































































































































　工芸技術に関しては輪島の例を出しました。輪島市が「“ がんばる輪島 ” 応援寄付金」として、
輪島塗の伝承に関して地域振興対策事業や継承者育成、作家の活動応援など、全部こちらのふるさと















































ということです。2016 年（平成 28）にユネスコの無形文化遺産に登録された 33 件のうち、13 件が
ふるさと納税を活用しています。必ず山鉾にお金を使いますというのが 13 件です。山鉾も含めて文





ないのですが、京都府が祗園祭の山鉾搭乗体験を返礼品に使っています（図 5 ～ 8。注：蟷螂山は返礼対
象ではない）。
　このように、いろいろな形でふるさと納税が使われていますが、必ずしも成功事例ばかりではあり

































































































































2019 年 12 月 20 日（金） 

































平成 20 年法律第 21 号「地方税制等の一部を改正する法律」 
地方自治体がそれぞれの判断で、個人住民税の寄付金控除の対象となる寄付金を条例
で指定できる制度 











  ・自治体の文化財全体を対象として活用／保存継承に役立てる 
  ・地域・伝統文化の継承 
② 返礼品 
  ・無形の文化財関連の品 無形の文化財による工芸品／関連グッズ 
  ・無形の文化財の体験 
iii. 事例 





平成 30 年度実績 1432 件、21,825,000 円 
令和元年度 弘前ねぷたまつり運営委員会負担金 充当予定額 5,400,000 円 
② 北海道江差町 ふるさと応援寄付金 
目的 歴史・文化観光の振興に資する事業  
無形民俗文化財保存伝承対策・江差追分会運営補助 
返礼品 江差追分半纏、江差追分ポロシャツ、江差姥神まつりポロシャツ 
平成 30 年度実績 ふるさと応援寄付金充当額   40,700,000 円 
うち無形民俗文化財保存伝承対策 200,000 円 
江差追分会運営補助   9,300,000 円 
③ 石川県輪島市 “がんばる輪島”応援寄附金 
目的 伝統工芸及び地域文化の保存及び継承 
返礼品 輪島塗他 
平成 29 年度実績   147,705,000 円 
うち、輪島塗・漆芸関係  77,623,000 円 
④ 北海道旭川市 あさひかわ応援寄附金 
目的 文化・学び 優佳良織の技術を後世へ 
返礼品 特産品 旭川の家具・工芸品 
⑤ 北海道八雲町 ふるさと応援寄附金 
目的 「北海道木彫り熊発祥の地・八雲」歴史と文化財保存活用プロジェクト 
返礼品 特産品  
⑥ 青森県青森市 青森市ふるさと応援寄附制度 
目的 観光客誘致のための事業 
返礼品 ねぶた祭観覧と八甲田温泉 3 日間 
平成 30 年度寄付金充当額実績 青森ねぶた派遣事業 2,155,000 円 
青森ねぶた祭活性化事業 379,000 円 










御礼の品 粗品 ①上組町南部ばやしの粗品タオル 
その他①遠野まつり参加：上組町南部ばやしへの参加のご案内 
          ②上組町南部ばやし祭典事務所にご協力者氏名の掲載 
平成 30 年度実績 目標額 500,000 円 → 実績額  1,321,000 円 
⑧ 山・鉾・屋台行事 
2016 年 ユネスコ無形文化遺産 33 件 
13 件がふるさと納税を活用 目的に関連を言及しているものは 23 件 
山などの修復:川越市、高山市、知立市、京都市、唐津市、八代市 
返礼品  秩父市 秩父夜祭 観覧席券 
川越市 川越まつり山車曳き体験 
京都府 祇園祭山鉾搭乗体験 
⑨ 北海道 T 町 
民俗芸能の道具の修理などを目的として郷土文化保全事業を定める 
平成 20 年度から 27 年度まで寄付金は０円 




① 宮城県登米市新田 新田公民館での郷土芸能体験 
平成 30 年度 柳生心眼流兵法。新田柳心館／山ノ神神楽保存会／行山流・佐沼鹿
踊伝承会 
  先に説明と実演をそれぞれ行ってから体験 
  全年齢対象 約 40 名が参加 
② 東京都八王子市 伝統文化ふれあい事業 
令和元年度 八王子車人形体験・発表講座 20 人 全 19 回 
篠笛体験・発表講座   30 人 全 8 回 
説教節体験・発表講座   10 人 全 11 回 
ii. 対象の変化 




1995 年：高齢社会対策基本法 生涯学習のすすめ 
2012 年：長寿社会における生涯学習のありかた 
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　ここで長野県全体の民俗芸能の分布を見てみます。国指定が 10 件、国選択が 22 件、県指定が 30
件、県選択が 12 件ということです（図 2 ～ 6）。このうち南信州（飯田・下伊那地方）が占める割合が非
常に多いです。こちらは県の指定ですが、県の指定としても非常に多いわけです。長野県は南北に長





























令和元年（2019）12 月 1 日現在 1,004 人、天龍村は令和元年（2019）10 月 1 日現在 1,252 人となっ
ています。平成 27 年時点と比べてもだいぶ減っていると思います。これが全体の南信州地域の人口
推計です（図 10・11）。1980 年には 18 万弱いた人口が 2020 年には 16 万人に減り、国立社会保障・
人口問題研究所の予測だと 2040 年には 13 万人を切ると言われています。
　こちらは平成 27 年（2015）当時に取ったアンケートをまとめたものです（図 12）。当時は、私たち
の職場である南信州地域振興局は下伊那地方事務所といったのですが、そこで民俗芸能団体の皆さん







































































































































































　この写真は天龍村向方の保存会の皆さんです（図 45）。今年 11 月に國學院大學のフォーラムで舞っ
てもらって、最後に記念撮影を撮ったときのものです。ここで何をお伝えしたいかというと、写って

































これは中日新聞さんに許可をもらったのでご紹介できるのですが、平成 31 年（2019）2 月 28 日の朝
刊第1面に掲載された「中部の祭り13カ所休止」という記事です。中部全体で継承が難しい状況になっ
ています。平成の 30 年間で 13 カ所が休止、遠山の霜月祭りは 3 カ所が休止となっています。遠山
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図 41 図 42




































































































嵯峨狂言堂の修理事業（平成 28 ～ 30 年度）
　嵯峨大念仏狂言の狂言堂（図 7）が、床下の柱などが根腐れもし、屋根も雨漏りが生じていたため、

















　２年目の年である平成 29 年（2017）の８月 10 日、実はこの保存会では子どもを集めて体験教室を
するという活動をしていました。そこに参加する狂言クラブの子どもたちに、この修理の現場を見せ
たいという思いがあって、子どもさんに修理現場の公開しました（図 10・11）。その日には右京区の
区役所が、また同じように修理現場を見せてもらえないかという話もあって、8 月 10 日には 4 グルー
プぐらいにわかれて修理現場の公開をしつつ、この土壁を子どもさんに塗ってもらう企画もされまし


























　つまり、3 つの民俗芸能をこの日 1 日で見られて、解説もしてもらって、パンフレットも作って、
来てくださった方に配る。劇場を持っている強みとして、ここを拠点に文化発信しようじゃないかと
いう構想をお持ちくださいました。その後、文化庁に申請し、内定をいただき、会議を重ねました。


































































































































ます。京都市は例年 50 ～ 60 件申請がありますので、2 ～ 3 週間の受付期間の間にそれだけの作業
に手を取られるのは非常につらいところですが、やっぱり意味がある事業だと思うのです。図 27 は














したら、「やりましょう」と言って出してくれたのがこのプランです（図 29）。事前学習に 1 日、それ
から火祭への参加に 1 日、それから鞍馬火祭の思い出、見たものの絵を描く、それから作文を書く、
といった形の 5 日間のプログラムです。これでエントリーしてみたところ採択されました。今年 2






てくださいまして、申請につなげていただきました。これが 1 年目のチラシです（図 31）。京の町家
の暮らしを体験してみようという内容で、京町家の話、掃き掃除体験、ベンガラ塗り体験、障子の張
り替え体験などのことをされています。ホームページには教室の様子の写真もあります（図 32）。






















2019.12.20.東京文化財研究所 第 14 回無形民俗文化財研究協議会 「無形文化遺産の新たな活用を求めて」 
地域文化財総合活用推進事業と伝統文化親子教室を活用した取り組み 
京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課 




平成 22 年度  地域伝統文化総合活性化事業 
平成 23・24 年度 文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業 
平成 25～28 年度 文化遺産を活かした地域活性化事業（地域の文化遺産次世代継承事業） 
平成 29～30 年度 地域文化遺産総合活用事業（地域文化遺産活性化事業） 





平成 15 年度～ 伝統文化こども教室事業 
平成 23・24 年度 文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業 
平成 25 年度～ 伝統文化親子教室事業 
  ・民間団体が申請 
  ・補助率が高い（定額）、ただし補助額申請の上限は 50 万円 




（１） 平成 28～30 年度 嵯峨狂言堂の修理事業 







（１） 平成 7 年～ 吉祥院こども六斎教室の取り組み 
（２） 平成 15 年度～ 伝統文化こども教室事業への参画と合同発表会 
（３） 平成 23 年度～ 上鳥羽で四つ太鼓（芸能六斎）のこども教室を開催 
（４） 平成 29 年 10 月 京都こども六斎教室連絡会の立ち上げ 
（５） 平成 30 年度 伝統芸能アーカイブ＆リサーチオフィス（TARO）の共同プログラムの活用 















（４） 鞍馬火祭保存会による「鞍馬火祭」の教室（平成 30・令和元年度） 
（５） 京町家再生研究会による「町家の暮らし」の教室（平成 30・令和元年度） 











     例えば、差し入れ、舞台の裏方・小道具、撮影、広報、冊子編集、売店対応など。 
行政など…まず足を運ぶ。理解して共感する。応援する。そして必要な助言指導をする。 
     博物館学芸員、研究者なども、同様の役割が果たせるのではないか。 





・2003 相原 進「民俗芸能の保存と後継者育成問題―京都市内における『六斎念仏』保存活動を事例に」 





























































































































































































































































































































































































































































































総  合  討  議
【コ メ ン テ ー タ】矢島 友幸（一般社団法人日本盆踊り協会）
　　　　　　　　　村上 忠喜（京都産業大学文化学部）









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































れを図 5 では A としています。反対に、指定民俗文化財となることで、そうすれば保存することは










ういった話があったわけです。たぶん担当者としては、程度の差はあっても、この A と B の間に挟まっ
ているという状態なんですよね。
































の担当者と保存会の 1 対 1 の関係で動いてきたということです。今回のシンポジウムの話題である、
無形の民俗文化財の保存がどのように活用と併存できるのかという問い、これを行政担当者の立場か
ら考えてみると、ひとつ私が言えるのは―これは今までのご発表の内容をなぞるような話ですが












































































































































































































































































































































































































































































































































































か ん ほ こ
谷鉾も、銀行や病院などのオフィスビル街です。そのあたり
には孟宗山というのもあります。このように山鉾町には、人口ゼロというところがありますし、人口































































































































































































1．参加者　総数　　　　　172 名（一般 155 名／スタッフ 17 名）
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